
基   準 解釈通知 

１ 訪問介護費 

イ 身体介護が中心である場合 

(１)所要時間 20分未満の場合            165単位 

(２)所要時間 20分以上 30分未満の場合        245単位 

(３)所要時間 30分以上１時間未満の場合      388単位 

(４)所要時間１時間以上の場合 564 単位に所要時間１時間か

ら計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算した単位

数 

イについては、身体介護（利用者の身体に直接接触して行

う介助並びにこれを行うために必要な準備及び後始末並びに

利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介

助及び専門的な援助をいう。以下同じ）が中心である指定訪

問介護を行った場合に所定単位数を算定する。なお、身体介

護が中心である指定訪問介護の所要時間が 20分未満である場

合は、イ(１)の所定単位数を、身体介護が中心である指定訪

問介護の所要時間が 20分未満であって、かつ、別に厚生労働

大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事（地方

自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 19第１項の指定

都市（以下「指定都市」という）及び同法第 252条の 22第１

項の中核市（以下「中核市」という）にあっては、指定都市

又は中核市の市長。以下同じ）に届け出た指定訪問介護事業

所において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用

者に対して行われる場合は、イ(１)の所定単位数を当該算定

月における１月当たりの訪問介護費を指定地域密着型サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18年厚生労働

省告示第 126 号）の別表指定地域密着型サービス介護給付費

単位数表の定期巡回）随時対応型訪問介護看護費のイ(１)の

うち当該利用者の要介護状態区分に応じた所定単位数を限度

として、それぞれ算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

 次のいずれにも適合すること。 

イ 利用者又はその家族等から電話等による連絡があった場合

に、常時対応できる体制にあること。 

ロ 指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号。以

下「指定居宅サービス等基準」という）第五条第一項に規定す

る指定訪問介護事業所をいう。以下同じ）に係る指定訪問介護

事業者（指定居宅サービス等基準第五条第一項に規定する指定

訪問介護事業者をいう。以下同じ）が次のいずれかに該当する

こと。 

(5)20分未満の身体介護の算定について 

① 所要時間 20 分未満の身体介護中心型の算定については、

次の各号に掲げるいずれにも該当する場合には、頻回の訪問

(4)③のただしがきに規定する。前回提供した指定訪問介護

からおおむね 2時間の間隔を空けずにサービスを提供するも

のをいう。（以下訪問介護費において同じ。））を行うことが

できる。 

ａ 次のいずれかに該当する者 

 (ａ)要介護１又は要介護 2の利用者であって、周囲の者によ

る日常生活に対する注意を必要とする認知症のもの。（「周

囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症

のもの」とは、日常生活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ、又は

Ｍに該当する利用者を指すものとする。） 

 (ｂ)要介護３、要介護４及び要介護５の利用者であって、

「「障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準」

の活用について」（平成３年 11 月 18 日老健 102-2 号厚生

省大臣官房老人保健福祉部長通知）におけるランクＢ以上

に該当するもの（当該自立度の取り扱いについては、第二

の１の(7)に定める「認知症高齢者の日常生活自立度」の

取り扱いに準じる。） 

ｂ ａの要件を満たす利用者を担当する介護支援専門員が開

催するサービス担当者会議において、1週間のうち 5日以上、

頻回の訪問を含む 20 分未満の身体介護の提供が必要と判断

されたものに対して提供される指定訪問介護であること。こ

の場合、当該サービス担当者会議については、当該指定訪問

介護の提供日の属する月の前 3月の間に 1度以上開催され、

かつ、サービス提供責任者が参加していなければならないこ

と。なお、1週間のうち 5日以上の日の計算に当たっては、

日中の時間帯のサービスのみに限らず、夜間、深夜及び早朝

の時間帯のサービスも含めて差し支えないこと。 

ｃ  当該指定訪問介護を提供する指定訪問介護事業所は、24

時間体制で、利用者又はその家族等から電話等による連絡に

常時対応できる体制にあるものでなければならない。 

また、利用者又はその家族等からの連絡に対応する職員

は、営業時間中においては当該事業所の職員が 1以上配置さ

れていなければならないが、当該職員が利用者からの連絡に

対応できる体制を確保している場合は、利用者に指定訪問介

護を提供することも差し支えない。また、営業時間以外の時

間帯については、併設する事業所等の職員又は自宅待機中の

当該指定訪問介護事業所の職員であって差し支えない。 

ｄ  頻回の訪問により 20 分未満の身体介護中心型の単位を

算定基準 



(１) 当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成十八年厚生労働省令

第三十四号。以下「指定地域密着型サービス基準」という）

第三条の四第一項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者をいう。以下同じ）の指定を併せて受け、

かつ、一体的に事業を実施していること。 

(２) 当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者の指定を併せて受けようとする計画を

策定していること（当該指定訪問介護事業者については、

要介護状態区分が要介護三、要介護四又は要介護五である

者に対して指定訪問介護（指定居宅サービス等基準第四条

に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ）を行うものに

限る）。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者の内容は

次のとおり。 

次のいずれにも該当する利用者 

イ 要介護状態区分が、要介護一又は要介護二である利用者であ

って、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知

症のもの及び要介護三、要介護四又は要介護五である利用者で

あって、疾病若しくは傷害若しくはそれらの後遺症又は老衰に

より生じた身体機能の低下が認められることから、屋内での生

活に介護を必要とするもの 

ロ 指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十八号）第二

条に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同じ）の介

護支援専門員が開催するサービス担当者会議（指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準第十三条第九号に規

定するサービス担当者会議をいい、指定訪問介護事業所（指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成十一年厚生省令第三十七号。以下「指定居宅サービス等基準」

という）第五条第一項に規定する指定訪問介護事業所をいう）

のサービス提供責任者（指定居宅サービス等基準第五条第二項

に規定するサービス提供責任者をいう）が参加し、三月に一回

以上開催されている場合に限る）において、おおむね一週間の

うち五日以上、頻回の訪問を含む所要時間が二十分未満の指定

訪問介護（指定居宅サービス等基準第四条に規定する指定訪問

介護をいう。以下同じ）（身体介護に該当するものに限る）の

提供が必要であると認められた利用者 

 

 

算定する指定訪問介護事業所は、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所と一体的に運営しているもの又は指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受

ける計画を策定しているものでなければならないこと（要介

護１又は要介護２の利用者に対して提供する場合は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に運営して

いるものに限る。） 

ｅ  ｃ及びｄの事項については届出を要することとされて

おり、日中における 20 分未満の身体介護中心型の算定を開

始する始期については、第一の１の(5)の取扱いに準じるこ

と。 

 

② 20分未満の身体介護中心型については、下限となる所要時

間を定めてはいないが、本時間区分により提供されるサービ

スについては、排泄介助、体位交換、服薬介助、起床介助、

就寝介助等といった利用者の生活にとって定期的に必要な

短時間の身体介護を想定しており、訪問介護の内容が単なる

本人の安否確認や健康チェックであり、それに伴い若干の身

体介護を行う場合には、算定できないものであること。 

また、いずれの時間帯においても 20 分未満の身体介護中

心型の単位を算定する場合、引き続き生活援助を行うことは

認められない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）

ことに留意すること。 

③ ①の規定により、頻回の訪問を含む 20 分未満の身体介護

中心型の単位を算定した月における当該利用者に係る 1月当

たりの訪問介護費は、指定地域密着型サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省告示第 126

号）の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のイ(1)（訪問

看護サービスを行わない場合）のうち当該利用者の要介護状

態区分に応じた所定単位数を限度として算定できるもので

あること。なお、頻回の訪問の要件を満たす事業所の利用者

であっても、当該月において頻回の訪問を含まない場合は、

当該算定上限を適用しないこと。 

なお、頻回の訪問として提供する 20 分未満の身体介護中

心型の単位を算定する場合は、当該サービス提供が「頻回の

訪問」にあたるものであることについて、居宅サービス計画

において、明確に位置付けられていることを要するものであ

ること。 



●サービス提供責任者体制減算 

 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者を配置してい

る訪問介護事業所（平成 30年 3月 31日までの間は、別に厚生労

働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け

出た指定訪問介護事業所を除く。）において、指定訪問介護を行

った場合は、所定単位数の 100分の 70に相当する単位数を算定

する。 

 

※別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者 

介護保険法施行規則第 22条の 23第 1項に規定する介護職員初任

者研修課程を修了した者（介護職員基礎研修課程及び 1級課程の

修了者を除く。） 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準 

平成 27 年 3 月 31 日時点で、介護保険法施行規則第 22 条の 23

第 1 項に規定する介護職員初任者研修修了者をサービス提供責

任者として配置しており、かつ、平成 27年 4月 1日以降も当該

介護職員初任者研修修了者をサービス提供責任者として配置す

る指定訪問介護事業所であって、平成 30年 3月 31日までに、当

該訪問介護事業所以外の指定訪問介護事業所であって当該訪問

介護事業所に対して指定訪問介護の提供に係る支援を行うもの

との密接な連携の下に運営される指定訪問介護事業所となるこ

と又はなることが確実に見込まれるものであること。 

（10）介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任

者を配置する指定訪問介護事業所の減算について 

①「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する

基準について」（平成 11年 9月 17日老企第 25号厚生省老人保

健福祉局企画課長通知）において、「サービス提供責任者の任

用要件として、「3年以上介護等の業務に従事した者であって、

介護職員初任者研修課程を修了した者」（介護職員基礎研修課

程又は 1 級課程を修了した者を除く。）を定めているところで

あるが、この要件については暫定的なものである」とされてお

り、サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、将来に向

け当該暫定措置を解消することとしている。このため、介護職

員初任者研修課程修了者（介護職員基礎研修課程修了者又は 1

級課程修了者又は看護師等の資格を有する者を除く。以下同

じ。）であるサービス提供責任者を配置する事業所に係る訪問

介護費を減算することとしたところであり、当該者を配置する

指定訪問介護事業所は早期にこれらの者に介護福祉士の資格

取得等をさせるよう努めること。 

②本減算は、1月間（暦月）で 1日以上、介護職員初任者研修

課程修了者であるサービス提供責任者を配置している事業所

について、当該月の翌月に提供されたすべての指定訪問介護に

適用となること。ただし、当該サービス提供責任者が月の途中

に介護福祉士（介護福祉士試験の合格者を含む。）又は、実務

者研修を修了（全カリキュラムを修了している場合、必ずしも

修了証明書の交付を求めない。）した者（以下この②において

介護福祉士等という。）となった場合については、翌月から減

算は適用されないこと。また、配置時点で介護福祉士等である

者についても、本減算の適用対象者とはならないこと。 

③平成 27年 3月 31日現在、現に介護職員初任者研修課程修了

者であるサービス提供責任者を配置している事業所について

は、平成 30年 3月 31日までに他の指定訪問介護事業所の出張

所等（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準についての第 2 の 1 に規定する出張所等。以下同じ。）

になることが「確実に見込まれる」旨を都道府県知事等に届け

出た場合は、平成 30年 3月 31日までの間に限り減算の適用を

受けないこととする経過措置を設けたところであるが、当該経

過措置の適用を受けようとする指定訪問介護事業所は、他の指

定訪問介護事業所の出張所等に移行する計画を記載した 書

面を作成し保管しなければならないこと。 

④③の経過措置の適用を受けようとする事業所においては、都

道府県知事等に対する届出を平成 28年 3月 31日までに行うも

のとする。 

 当該届出があった場合について、都道府県知事等は、必要に



応じて、当該指定訪問介護事業所に対し、移行計画の進捗状況

を確認すること。移行計画に沿った進捗が見られない等、他の

指定訪問介護事業所の出張所等への移行に係る取り組みが認

められない場合には、速やかに本減算を適用すること。 

●特定事業所加算 

 

イ 特定事業所加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも該当すること。 

(1) 当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の

訪問介護員等（あらかじめ指定訪問介護事業所に登録し、当

該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受けた

利用者の居宅を訪問し、指定訪問介護を行う訪問介護員等を

いう。）を含む。以下同じ。）に対し、訪問介護員等ごとに

研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研

修を含む。）を実施又は実施を予定していること。 

(2) 次に掲げる基準に従い、指定訪問介護が行われていること。 

(一) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たって

の留意事項の伝達又は当該指定訪問介護事業所における

訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開

催すること。  

 

(二) 指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任

者が、当該利用者を担当する訪問介護員等に対し、当該利

用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項

を文書等の確実な方法により伝達してから開始するとと

もに、サービス提供終了後、担当する訪問介護員等から適

宜報告を受けること。  

⑶ 当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康

診断等を定期的に実施すること。 

(4) 指定居宅サービス基準第二十九条第六号に規定する緊急時

等における対応方法が利用者に明示されていること。 

(5) 当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護

福祉士の占める割合が百分の三十以上又は介護福祉士、実務

者研修修了者並びに施行規則第二十二条の二十三第一項に規

定する介護職員基礎研修課程を修了した者（以下「介護職員

基礎研修課程修了者」という。）及び一級課程を修了した者

（以下「一級課程修了者」という。）の占める割合が百分の

五十以上であること。 

(6) 当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が三

年以上の実務経験を有する介護福祉士又は五年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程

修了者若しくは一級課程修了者であること。ただし、指定居

(17) 特定事業所加算について 

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところ

による。 

① 体制要件 

イ 計画的な研修の実施 

厚生労働大臣が定める基準（平成 27年厚生労働省告示

第 95号。以下「大臣基準告示」という。）第３号イ(1)の

「訪問介護員等ごとに研修計画を作成」又は同号ニ(2)の

「サービス提供責任者ごとに研修計画を作成」について

は、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のた

めの研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制

の確保を定めるとともに、訪問介護員等又はサービス提

供責任者について個別具体的な研修の目標、内容、研修

期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならな

い。 

ロ 会議の定期的開催 

同号イ(2)(一)の「利用者に関する情報若しくはサービ

ス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定訪問介

護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした

会議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパ

ーも含めて、当該事業所においてサービス提供に当たる

訪問介護員等のすべてが参加するものでなければならな

い。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催

する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかの

グループ別に分かれて開催することで差し支えない。会

議の開催状況については、その概要を記録しなければな

らない。なお、｢定期的｣とは、おおむね 1 月に 1 回以上

開催されている必要がある。 

ハ 文書等による指示及びサービス提供後の報告 

同号イ(2)(ニ)の「当該利用者に関する情報やサービス

提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲

げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなけ

ればならない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 

・その他サービス提供に当たって必要な事項 



宅サービス基準第五条第二項の規定により一人を超えるサー

ビス提供責任者を配置することとされている事業所において

は、常勤のサービス提供責任者を二名以上配置していること。 

⑺ 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者の

総数のうち、要介護状態区分が要介護四及び要介護五である

者、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動

が認められることから介護を必要とする認知症（介護保険法

（平成九年法律第百二十三号。以下「法」という。）第五条

の二に規定する認知症をいう。）である者並びに社会福祉士

及び介護福祉士法施行規則（昭和六十一年厚生省令第四十九

号）第一条各号に掲げる行為を必要とする者（当該指定訪問

介護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法

律第三十号）附則第二十条第一項の登録を受けている場合に

限る。）の占める割合が百分の二十以上であること。 

 

ロ 特定事業所加算(Ⅱ) 

イの(1)から(4)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ

(5)又は(6)のいずれかに適合すること。 

 

ハ 特定事業所加算(Ⅲ) 

イの(1)から(4)まで及び⑺に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

 

ニ 特定事業所加算(Ⅳ)  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イの(2)から(4)までに掲げる基準のいずれにも適合するこ

と。 

(2) 指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者に対し、

サービス提供責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従

い、研修（外部における研修を含む）を実施又は実施を予定し

ていること。 

⑶ 指定居宅サービス等基準第五条第二項の規定により配置す

ることとされている常勤のサービス提供責任者が二人以下の

指定訪問介護事業所であって、同項の規定により配置すること

とされているサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、

同項に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者

を一人以上配置していること。 

(4) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者の

総数のうち、要介護状態区分が要介護三、要介護四又は要介護

五である者、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは

行動が認められることから介護を必要とする認知症である者

並びに社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第一条各号に掲

なお、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項につ

いては、変更があった場合に記載することで足りるもの

とし、1日のうち、同一の訪問介護員等が同一の利用者に

複数回訪問する場合であって、利用者の体調の急変等、

特段の事情がないときは、当該利用者に係る文書等の指

示及びサービス提供後の報告を省略することも差し支え

ないものとする。 

また、サービス提供責任者が事業所に不在時のサービス

提供に係る文書等による指示及びサービス提供後の報告

については、サービス提供責任者が事前に一括指示を行

い、適宜事後に報告を受けることも差し支えないものと

する。この場合、前回のサービス提供時の状況等につい

ては、訪問介護員等の間での引き継ぎを行う等、適切な

対応を図るとともに、利用者の体調の急変等の際の対応

のためサービス提供責任者との連絡体制を適切に確保す

ること。 

同号イ(2)(ニ)の「文書等の確実な方法」とは、直接面

接しながら文書を手交する方法のほか、ＦＡＸ、メール

等によることも可能である。 

また、同号イ(2)(ニ)の訪問介護員等から適宜受けるサ

ービス提供終了後の報告内容について、サービス提供責

任者は、文書（電磁的記録を含む。）にて記録を保存しな

ければならない。 

ニ 定期健康診断の実施 

同号イ(3)の健康診断等については、労働安全衛生法に

より定期に実施することが義務付けられた「常時使用す

る労働者」に該当しない訪問介護員等も含めて、少なく

とも１年以内ごとに1回、事業主の費用負担により実施し

なければならない。新たに加算を算定しようとする場合

にあっては、少なくとも１年以内に当該健康診断等が実

施されることが計画されていることをもって足りるもの

とする。 

ホ 緊急時における対応方法の明示 

同号イ(4)の｢明示｣については、当該事業所における緊

急時等の対応方針、緊急時の連絡先及び対応可能時間等

を記載した文書を利用者に交付し、説明を行うものとす

る。なお、交付すべき文書については、重要事項説明書

等に当該内容を明記することをもって足りるものとす

る。 

② 人材要件 

イ 訪問介護員等要件 

第3号イ(5)の介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員



げる行為を必要とする者の占める割合が百分の六十以上であ

ること。 

基礎研修課程修了者及び1級課程修了者の割合について

は、前年度（3月を除く。）又は届出日の属する月の前3

月の1月当たりの実績の平均について、常勤換算方法によ

り算出した数を用いて算出するものとする。なお、介護

福祉士又は実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修

了者若しくは1級課程修了者とは、各月の前月の末日時点

で資格を取得している又は研修の課程を修了している者

とすること。また、看護師等の資格を有する者について

は、一級課程の全科目を免除することが可能とされてい

たことから、一級課程修了者に含めて差し支えない。 

ロ サービス提供責任者要件 

同号イ(6)の「実務経験」は、サービス提供責任者とし

ての従事期間ではなく、在宅や施設を問わず介護に関す

る業務に従事した期間をいうものであり、資格取得又は

研修修了前の従事期間も含めるものとする。なお、同号

イ(6)ただし書きについては、指定居宅サービス基準第5

条第2項の規定により常勤のサービス提供責任者を2人配

置することとされている事業所については、同項ただし

書により常勤のサービス提供責任者を1人配置し、非常勤

のサービス提供責任者を常勤換算方法で必要とされる員

数配置することで基準を満たすことになるが、本要件を

満たすためには、常勤のサービス提供責任者を2人以上配

置しなければならないとしているものである。 

また、同号ニ(3)については、指定居宅サービス等基準

第5条第二項の規定により配置されることとされている

常勤のサービス提供責任者が2人以下の指定訪問介護事

業所であって、基準により配置することとされている常

勤のサービス提供責任者の数（サービス提供責任者の配

置について、常勤換算方法を採用する事業所を除く。）

を上回る数の常勤のサービス提供責任者を1人以上配置

しなければならないこととしているものである。 

看護師等の資格を有する者については、一級課程の全科

目を免除することが可能とされていたことから、一級課

程修了者に含めて差し支えない。 

③ 重度要介護者等対応要件 

第3号イ(7)の要介護４及び要介護５である者又は同号

ニ(4)の要介護３、要介護４又は要介護５である者、日常

生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認め

られることから介護を必要とする認知症である者並びに

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和61年厚生省

令第49号）第1条各号に掲げる行為を必要とする者の割合

については、前年度（3月を除く。）又は届出日の属する



月の前3月の1月当たりの実績の平均について、利用実人

員又は訪問回数を用いて算定するものとする。なお、｢日

常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認

められることから介護を必要とする認知症である者｣と

は、日常生活自立度のランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する利

用者を、「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第一条

各号に掲げる行為を必要とする者」とは、たんの吸引等

（口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管カニュー

レ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養又は

経鼻経管栄養）の行為を必要とする利用者を指すものと

する。また、本要件に係る割合の計算において、たんの

吸引等の行為を必要とする者を算入できる事業所は、社

会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づく、自らの事業

又はその一環としてたんの吸引等の業務を行うための登

録を受けているものに限られること。 

④ 割合の計算方法 

②イの職員の割合及び③の利用実人員の割合の計算は、

次の取扱いによるものとする。 

イ 前年度の実績が6月に満たない事業所（新たに事業を開

始し、又は再開した事業所を含む。）については、前年

度の実績による加算の届出はできないものとする。 

ロ 前 3 月の実績により届出を行った事業所については、

届出を行った月以降においても、直近 3 月間の職員又は

利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持し

なければならない。また、その割合については、毎月ご

とに記録するものとし、所定の割合を下回った場合につ

いては、直ちに第一の５の届出を提出しなければならな

い。 

 

●介護職員処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅳ) 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成 30年３月

31 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した

単位数の 1000分の 86に相当する単位数 

(2) 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した

単位数の 1000分の 48に相当する単位数 

(3) 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) (2)により算定した単位数の

(21)介護職員処遇改善加算について 

 介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護

職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」）を参照すること。 



100分の 90に相当する単位数 

(4) 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (2)により算定した単位数の

100分の 80に相当する単位数 

 

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。  

訪問介護費における介護職員処遇改善加算の基準 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)介護職員の賃金（退職手当を除く）の改善（以下「賃金改善」

という）に要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定

見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基

づき適切な措置を講じていること。 

(2)指定訪問介護事業所において、(1)の賃金改善に関する計画、

当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処

遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、

全ての介護職員に周知し、都道府県知事（地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都

市（以下「指定都市」という）及び同法第二百五十二条の二十

二第一項の中核市（以下「中核市」という）にあっては、指定

都市又は中核市の市長。第三十五号及び第六十五号を除き、以

下同じ）に届け出ていること。 

(3) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施

すること。 

(4) 当該指定訪問介護事業所において、事業年度ごとに介護職

員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。 

(5) 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭

和二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二

十二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三

十七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、

雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関

する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。 

(6) 当該指定訪問介護事業所において、労働保険料（労働保険

の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四

号）第十条第二項に規定する労働保険料をいう。以下同じ）の

納付が適正に行われていること。 

(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(一) 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要

件（介護職員の賃金に関するものを含む）を定めているこ

と。 

(二) (一)の要件について書面をもって作成し、全ての介護

職員に周知していること。 

(三) 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、



 

 

 

当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保している

こと。 

(四) (三)について、全ての介護職員に周知していること。 

(8) 平成二十七年四月から(2)の届出の日の属する月の前月ま

でに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するも

のを除く）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての

職員に周知していること。 

 

ロ 経営状況等を理由に事業の継続が著しく困難となった場

合であって、介護職員の賃金水準（本加算による賃金改善

分を除く。）を見直した上で賃金改善を行う場合には、そ

の内容について都道府県知事に届け出ること。 

 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ)   

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)  イ(1)から(6)までに掲げる基準に適合すること。 

(2) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

(一) 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要

件（介護職員の賃金に関するものを含む）を定めている

こと。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職

員に周知していること。 

(二) 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、

当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保してい

ること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

(3) 平成二十年十月からイ(2)の届出の日の属する月の前月ま

でに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するも

のを除く）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての

職員に周知していること。 

 

ニ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 

イ(1)から(6)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつロ(2)

又は(3)に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

 

ホ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)  

イ(1)から(6)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 



 

■割引率を設定する場合について 

◆割引率の設定についての留意事項 

・居宅サービス及び介護予防サービスのうち割引率の設定可能なサービスは次の通りとなります。 

訪問介護・介護予防訪問介護、訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護、通所介護・介護予防通所介護、 

短期入所生活介護・介護予防短期入居者生活介護、特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居

者生活介護 

・割引率の設定に関する届出は、毎月１５日以前になされた場合には翌月から、毎月１６日以降になされた場合には翌々月から

の適用となります。割引率の設定を廃止する場合も同様です。 

 

◆割引率の設定届出に関する提出書類一覧 

項  目 必 要 書 類 届出方法 留意点 

割引率の設定 ①変更届出書 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（各サービスに対応したもの） 

③指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の設

定について(別紙５) 

④運営規程 

来 庁  

 

（参考資料） 

１ 割引率の設定方法について 

 （１）事業所ごと、介護サービスの種類ごとに「厚生労働大臣が定める基準」における単位に対する百分率による割引率（○○％）

を設定する場合。 

【割引率を設定した場合の保険請求及び利用者負担額（例）】 

「厚生労働大臣が定める基準」で１００単位の介護サービスを提供する際に、５％の割引を行う場合 

（その他地域「１単位＝１０円」の場合） 

 

事業所毎、介護サービス種類毎に定める割引率（５％）を１００単位から割り引いた９５単位を基に、保険

請求額及び利用者負担額が決定される。 

保険請求額 :（１００単位×０．９５）×１０円／単位×０．９＝８５５円 

  利用者負担額:（１００単位×０．９５）×１０円／単位－８５５＝ ９５円 

（２）「同じような時間帯に利用者希望が集中するため効率よく訪問できない」などの指摘を踏まえ、ひとつのサービス種類に複

数の割引率を弾力的に設定する場合。 

【具体的な設定方法と要件】 

１ 設定方法 

 イ サービス提供の時間帯による複数の割引率の設定(午後２時から午後４時までなど) 

ロ 曜日による複数の割引率の設定(日曜日など) 

ハ 暦日による複数の割引率の設定(１月１日など) 

 

２ 割引の実施にあたって満たす必要がある要件 

 ① 当該割引が合理的であること。 

 ② 特定の者に対し不当な差別的取扱いをしたり、利用者のニーズに応じた選択を不当に歪めたりする 

ものでないこと。 



 ③ ケアマネジャーによる給付管理を過度に複雑にしないこと。 



２ 運営規程の記載例 

  運営規程の利用料を「介護報酬の告示上の額」と定めている事業所は、運営規程の変更届も必要となります。 

 

【訪問介護事業で、百分率による割引率を実施する場合の運営規程作成（例）】 

【割引率５％の場合】 

（利用料等） 

  第○条  指定訪問介護を提供した場合の利用料の額は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準」から５％を割引いた額によるものとし、当該指定訪問介護が法定代理受領サービ

スであるときは、その１割の支払を受けるものとする。 

  ２  法定代理受領以外の利用料については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」から５％を割り引いた額とする。 

 

 

【ひとつのサービス種類に複数の割引率を弾力的に設定する場合の運営規程作成(例)】 

（利用料等） 

  第○条  指定訪問介護を提供した場合の利用料の額は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準」から別添(※)のとおり割引いた額によるものとし、当該指定訪問介護が法定

代理受領サービスであるときは、その１割の支払を受けるものとする。 

  ２  法定代理受領以外の利用料については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」から別表のとおり割り引いた額とする。 

    ※運営規程の別添として割引率の適用条件を定めた一覧表を別に作成し添付してください。 

 

３ 別紙５の記載例 

＜別紙＞ 指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について 

１ 事業所（施設）名 

事業所・施設

名 

 

 

２ 割引率等 

サービス種類 割引率 適用条件 

○○○○ 

 【ザービス名を記入】 

10％ (例)毎日 午後２時から午後４時まで 

5％ (例)日曜日、祝日 

％  

 
 

 

 


